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要旨：近年の大地震では，雑壁等の非構造部材が破壊することで，既存建築物の機能性が損なわれ，震災後の

継続利用が困難になる事例が確認されている。既往の研究では，小開口を有する RC 造方立壁に着目し，RC

造骨組の水平載荷実験および水平載荷実験の方立壁を模擬した縮小試験体の部材実験を行い，各々の終局強

度や変形能力を確認した。本論では，既往の研究に引き続き，小開口を有する方立壁の耐震診断手法の一例

を検討している。既往の研究を踏まえて小開口の位置を変更した縮小試験体の部材実験を行い，その強度や

変形性能，評価方法について考察した。 

キーワード：小開口，方立壁，耐震診断，耐震改修，長寿命化改修，1 次診断，2 次診断 

 

1. 序 

 近年の大地震では，現行の耐震基準を満足しない既存

不適格建築物のみならず，新耐震基準の建築物において

も非構造部材が破壊することがある。RC 造建築物にお

いては，雑壁が破壊することで機能性や使用性が損なわ

れ，震災後の継続利用が困難になる場合があり，同様の

被害を防止するための雑壁の損傷抑制や改修に関する研

究が多数実施されている例えば 1) から 3) 。 

一方で，既存 RC 造建築物の老朽化対策も喫緊の課題

となっており，長寿命化改修の積極的な採用の提言 4)が

なされている。実際に学校をはじめとする公共施設等で

その検討が進められているが，長寿命化改修では既存の

構造躯体を極力再利用することを想定している 5)。既存

の構造躯体を再利用する場合，その床や雑壁等の撤去あ

るいは部分撤去の可否が建築・設備計画の自由度にも大

きく影響するが，耐震診断および改修では雑壁を非構造

壁でなく構造壁として評価することがある。その場合に

は，雑壁でも撤去あるいは部分撤去を安易に行うことが

難しい。特に，方立壁等の雑壁は，耐力壁と異なり，元々

設けられている開口自体の構造性能に関する知見も少な

いため，それらの適切な改修や継続使用の判断に資する

強度や変形性能の検討が重要であると考える。  

以上を踏まえて既往の研究 6)では，小開口を有する方

立壁に着目し，RC フレームの水平載荷実験と水平載荷

実験の方立壁を模擬する縮小試験体の静的載荷実験を行

っている。各々のせん断耐力を実験で確認するとともに

耐震診断基準 7)(以降，診断基準という)の第1次診断法，

第 2 次診断法(以降，各々を 1 次診断，2 次診断という)

による評価を行うことで，現行の基規準が小開口を有す

る方立壁にも適用可能か検討し，その強度や変形性能に

ついても考察した。 

 本論では，既往の研究 6)に引き続き，小開口を有する

方立壁の耐震診断および改修手法の一例を検討する。ま

ず，方立壁を模擬する縮小試験体の開口の位置を変更し，

既往の研究と同様の静的載荷実験を行う。小開口の位置

および数が方立壁を模擬する縮小試験体のせん断耐力に

及ぼす影響を考察し，現行の基規準が小開口を有する方

立壁にも適用可能か再検討する。 

 

2.実験計画 

2.1 試験体概要 

 試験体の曲げモーメント分布の想定を図－1 に，試験

体形状を図－2 に各々示す。既往の研究 6)と同様に水平

載荷実験で確認した小開口を有する方立壁の壁板 (柱な 

し壁)のみを抽出した縮小試験体を計画している。曲げモ

ーメント分布の想定も既往の研究 6)と同様であり，小開

口を有する方立壁付き RC 造骨組の a 部に着目し，その

応力状態を模擬する図－1の b)に示す 1 点載荷 3 点曲げ

の単純梁式加力の実験とする。なお，本論に用いる縮小

試験体は，軸力を非考慮としている。水平力の作用時に

周辺架構の拘束を受けてこの種の方立壁にも変動軸力が

作用することが指摘されており，実際に軸力を考慮した

部分架構実験等も実施されている例えば 10)から 12)。実験結果

によれば，軸力（周辺架構の拘束）を考慮することで， 
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図－1 試験体の曲げモーメント分布の想定 
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比較的小さな部材角でせん断が卓越する実被害に近い破

壊性状が得られることなどが確認されているが，それら

の実験は無開口の非構造壁を対象にしたものがほとんど

である。小開口付きの非構造壁を対象にした研究事例は

少ないため，本論では小開口を有する RC 造非構造壁の

破壊性状を考察する基礎的なデータ採取を目的とし，軸

力非考慮の方立壁(柱なし壁)を対象としている。なお，

診断基準を準用してその終局強度や変形性能を検討する

方針としているため，図－3 に示す既往の研究 6)の試験

体形状も低層の RC 造建築物を想定しており，具体的に

は文献 13)の付Ⅱ-1 に例示される地上 4 階の共同住宅を

参考にしている。同事例の地上 4 階部分の階高，スパン

および部材断面などを参考にしており，診断基準の 2 次

診断が適用できる建築物とするために梁に先行して柱が

曲げ降伏する想定としている。 

試験体一覧を表－1 に示す。No.1A，No.2A を新たに製

作しており，No.0，No.1，No.2 は各々既往の研究 6)の試

験体である。ここでは比較のため，その仕様や形状を表

－1 および図－2 にあわせて示している。 

No.1A は 50φの小開口を壁際から 54mm（小開口の中 

心位置は壁際から 79mm）の位置に設けた試験体である。 

No.1 および No.2 のせん断耐力は無開口の No.0 と差異が

なかったため，50φの小開口を壁際から壁厚以下の範囲

に設け，さらに端部補強筋を 1 本切断している。 

No.2A は No.2 の 50φの小開口の 1 つを，壁の高さ方 

向に 2D（D＝50mm で小開口の直径とする。以降，D は

小開口の直径とする）移動させた試験体である。No.2 の

2 つの開口は壁の高さ方向の同位置にあり，開口間の寸

法は 1.74D となるため診断基準 7)の mlw/mhw≧1（mlw は 2

つの開口間の距離であり，mhw は 2 つの開口間の高さで

ある。以降，各々を mlw，mhw とする）を満たす。開口間

に圧縮場が形成され，No.0 と No.2 のせん断耐力に差異

が生じなかったと考えられるため，No.2A では開口間の

壁が有効でなくなるよう mlw/mhw＝0.60 として計画した。 

鉄筋の引張試験結果を表－2 に，コンクリートの圧縮

試験結果を表－3 に各々示す。また，表－4 には診断基準

と表－2 の引張試験結果（降伏点，引張強さ）より算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 試験体No.0
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図－2 試験体形状 

l t h l 0 h 0 l

mm mm mm mm mm r r 2 A r

0 0 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

50 50 0.070 0.111 0.044 0.095 0.111 0.895 0.928 0.956 0.889 0.889 0.895

107 53.5 0.106 0.238 0.048 0.204 0.238 0.776 0.892 0.952 0.762 0.762 0.776

50 50 0.070 0.111 0.044 0.095 0.111 0.895 0.928 0.956 0.889 0.889 0.895

190 150 0.237 0.422 0.133 0.362 0.422 0.602 0.758 0.867 0.578 0.578 0.602

注) l t：壁の全長(壁の全せい)，h ：上下の梁の中心間距離，l 0：開口部の長さ，h 0：開口部の高さ，l ：壁の両端の柱の中心間

距離で本論では l t－壁厚，r 0：開口周比，r e：文献7)の等価開口周比，η ：max(r e，l 0 /l )，A r 1～A r 3：文献9)の低減率，

r ：文献7)のせん断強度低減率，r 2：文献8)のせん断耐力の低減率，A r ：文献9)の許容せん断力の低減率で min（A r 1～A r 3）

   No.0

   No.1

   No.2 1125525 450

   No.2A

r 0(r e) l 0 /l h 0 /h l 0 /l t η A r 1 A r 2 A r 3
せん断耐力等の低減率

   No.1A

試験体

表－1 試験体一覧 

表－2 引張試験結果 

降伏点
圧縮
強度

又は耐力 N/mm2

N/mm2 N/mm2 21.1 No.0

379.9 495.7 No.0，1，2 20.9 No.1

353.7 532.8 No.1A，2A 22.6 No.2

358.6 464.7 No.0，1，2 18.8 No.1A

383.0 527.4 No.1A，2A 18.2 No.2A

100φ

試験体
供試体
の直径

D10

D6

試験体径
種類の
記号

引張
強さ

SD295A

表－3 圧縮試験結果 
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図－3 既往の研究の試験体形状 
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した壁の曲げ終局強度 Mui，壁の曲げ終局強度時のせん

断力 Qmui，壁のせん断終局強度 Qsuiを各々示す。 

2.2 載荷計画 

 載荷装置を図－4 に示す。既往の研究 6)と同様に，壁板

の転倒防止用の治具を試験体両側に設ける。転倒防止用

の治具により，対角方向の変位の計測が困難であるため，

変位は図示の通り加力点延長線上の壁板の構造芯でδc

を計測し，支点延長線上の構造芯でδeを計測する。載荷

は 1000kN の万能試験機を使用し，一方向の単調載荷と

する。試験体は耐力が最大耐力の 80％以下になるまで載

荷を継続する。 

 

3.実験結果 

3.1 せん断力－部材角関係 

各試験体のせん断力-部材角関係を図－5 の a）に示す。

ここで，せん断力 Q は単純梁式の加力方法より，載荷時

の荷重 P の 1/2 とする。部材角は壁板の構造芯の傾きと

し，δc とδe の差分を支点間距離の 1/2 で除した値とす

る。また，各試験体の実験終了時のひび割れ状況を図－

6 に，実験時のせん断力 Q と壁の曲げ終局強度時のせん

断力 Qmui との比較を図－7 に，壁のせん断終局強度 Qsui

との比較を図－8 に各々示す。 

No.0，No.1，No.2 のせん断力の最大値は鉄筋の引張強

さを用いて算定した Qmu3に漸近している。表－4 の診断 

基準による算定結果では，いずれも破壊形式が曲げ壁と

なるが，実際には壁の曲げ降伏後，鉄筋の実強度（引張

強さ）まで荷重上昇することで，Qsui/Qmuiの余裕度が減少 

し，せん断破壊に至ったと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，端部補強筋を 1 本切断している No.1A は，鉄筋

の実強度（引張強さ）まで荷重上昇しても，その破壊形

式が算定上は曲げ壁となるが，実際には曲げ降伏後のせ

ん断破壊に至っている。図－8 の b）および d）を比較す

ると，実験時のせん断力 Q が引張強さで算定した Qsu3を

超えてせん断破壊した No.1 と異なり，No.1A は実験時の

せん断力 Q が引張強さで算定した Qsu3 未満でせん断破

壊している。これによれば，小開口の位置を壁際に寄せ

すぎると，現行の診断基準 7)およびせん断耐力低減率の 

そのままの準用は危険側の評価につながる恐れがあり，

注意を要する。 

図－6 実験終了時のひび割れ状況 

a) No.1A b) No.2A 

試験体転倒
防止用治具

δcδe δe

a

a 断面

加力点 加力点

ピン
支点

ピン
支点
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図－4 載荷装置 
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c) せん断変形のみの仮定値 

図－5 せん断力－部材角関係 

表－4 せん断終局強度等の計算値 

kN・m kN kN kN・m kN kN kN・m kN kN

   No.0 31.9 56.7 81.0 1.43 1.71 曲げ 33.8 60.2 82.8 1.38 1.62 曲げ 43.9 78.1 88.0 1.13 1.21 曲げ

   No.1 31.9 56.7 71.1 1.25 1.42 曲げ 33.8 60.2 72.7 1.21 1.34 曲げ 43.9 78.1 77.2 0.99 1.00 せん断

   No.2 31.9 56.7 63.0 1.11 1.18 曲げ 33.8 60.2 64.3 1.07 1.11 曲げ 43.9 78.1 68.2 0.87 1.00 せん断

   No.1A 20.8 37.1 63.2 1.70 2.17 曲げ 22.4 39.8 63.7 1.60 2.00 曲げ 32.1 57.1 70.7 1.24 1.39 曲げ

   No.2A 31.9 56.7 44.2 0.78 1.00 せん断 34.7 61.6 44.5 0.72 1.00 せん断 49.0 87.2 49.1 0.56 1.00 せん断

注）Mui：壁の曲げ終局強度，Qmui：壁の曲げ終局強度時のせん断力，Qsui：壁のせん断終局強度

　　Qmui＝(Mui頭部＋Mui脚部) / 壁の内法高さ  にて算定，その他は診断基準の付則の算定式による。

Mu3 Qmu3 Qsu3 Qsu3/Qmu3 F値
破壊
形式

Mu2 Qmu2 Qsu2 Qsu2/Qmu2 F値
破壊
形式

試験体

診断基準による算定結果 引張試験(降伏点)による算定結果 引張試験(引張強さ)による算定結果

Mu1 Qmu1 Qsu1 Qsu1/Qmu1 F値
破壊
形式
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No.2A は，診断基準 7)による算定結果においても，そ

の破壊形式はせん断壁となる。実験時のせん断力 Q は鉄 

筋の実強度（引張強さ）で算定した Qmu3まで至らず，実

際の破壊形式もせん断破壊となるため，診断基準 7)の包

絡開口等を準用してせん断耐力を評価することで，安全

側の評価が可能と考える。 

各試験体の変形性能を比較すると，No.1A は No.1 と同

様に部材角 1/150（0.67 % rad）を超えた範囲で耐力低下

し，No.2A は No.2 よりも早い部材角 1/250（0.40 % rad）

の直前で耐力低下している。壁板のみを抽出した本論の

縮小試験体の実験においては，耐力低下が生じる部材角

は曲げ変形の影響により，RC 造骨組の水平載荷実験よ

りも遅れることを確認 6)しているため，本論でも既往の

研究と同様に式(1)で壁板の曲げ変形を，式(2)で壁板の

せん断変形を略算し，実験時の初期剛性とあわせて図－

5 の b)に示す。 

 

 

 

 

ここで，δm：壁板の曲げ変形，δs：壁板のせん断変形， 

P：荷重，h 曲げ実験のスパン，E：壁板のヤング係数， 

I：壁板の断面 2 次モーメント，κ：形状係数で 1.2 

とする，G：せん断弾性係数，A：壁板の断面積 

式(1)と式(2)によれば，h/ltが 2.1 となる矩形断面の曲 

げ変形とせん断変形の比率はおよそ 6：4 となる。実験時 

の初期剛性はせん断変形から計算するδs/(h/2)よりも小

さく，せん断変形と曲げ変形の和から計算する(δs+δ

m)/(h/2)に近しい値となる。ここで，初期剛性以降におけ

るせん断変形の割合も同程度と仮定して補正すると，図

－5 の a)は c)のように示すことができ，No.1A は曲げ変

形を考慮した a)で約 1/119（0.84 % rad）で耐力低下する

ことに対し，せん断変形のみを仮定した c)では約 1/310

（0.32 % rad）で耐力低下する。No.2A は曲げ変形を考慮

した a)で約 1/262（0.38 % rad）で耐力低下することに対

し，せん断変形のみを仮定した c)では約 1/613（0.16 % 

rad）で耐力低下する。開口補強のない小開口を有する方

立壁においては，診断基準による判定が曲げ壁となる場

合でもせん断壁として変形性能を評価した方が安全側で

あり，せん断壁においては極脆性部材として変形性能を

評価した方が安全側の評価となる。 

3.2 考察 

(1)診断基準の 1 次診断における強度の検討 

 小開口が方立壁のせん断耐力に与える影響を検討する。 

1 次診断時の鉛直部材のせん断耐力は式(3)で算定する。 

QC1 ＝ (τW3・AW3＋α1・τc・Ac)・βc       (3) 

式(3)は𝑄௖ଵ ≈ (𝐶௪ + 𝐶௖) ∙ Σ𝑊とし，診断基準の 12 頁， 

P h3

δm =
48EI

(1) 

(2) 
P hδs =
4GA

κ
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式(7)から式(10)より導いている。なお，本研究では壁板

のみ（柱なし）となるため，Ac＝0 として算定し，計算値 

は開口部面積の低減(Aw3から小開口の水平投影面積を除

く)を考慮している。 

判定結果を表－5 に示す。実験時のせん断力の最大値

QEは計算値 QC1をいずれも上回り，その余裕度は No.1A

で 1.82，No.2A で 2.82 となる。1 次診断においては，既

往の研究 6)と同様に，l0/ltが 0.10 以下となる小開口につ 

いては，診断基準が定めるτW3の低減までは要さず，開

口部の水平投影面積の低減を行うことでせん断耐力を安

全側に評価できる。また，複数の小開口を有し，小開口

間の壁に圧縮場が形成されない場合には，その断面を無

効として評価することで，診断基準が定めるτW3の低減

までは要さず，せん断耐力を安全側に評価できる。 

(2)診断基準の 2 次診断における強度の検討 

 2 次診断時の鉛直部材のせん断耐力を式(4)で算定し，

表－6 に示す。 

QC2 ＝ Qw ＋αm・QC                    (4) 

縮小試験体は壁板のみ（柱なし）であり，Qc2＝Qwとな

る。ここでも既往の研究 6)と同様に Qc2 に Qmu を用いた

場合と Qsu を用いた場合の両ケースとも算定している。

実験値の QE2は表－4の F 値に対応する部材角時のせん 

断力より抽出する。ただし，対応する F 値以前に試験体

が破壊している場合は最大荷重の 1/2 をせん断力とする。

表－6 より，小開口の位置を壁際に変更した No.1A，小

開口 2 つを包絡開口として評価した No.2A の QE2/QC2 は

1.00 以上となる。診断基準 7)を用いた算定では，鉄筋の

降伏点を診断基準 7)の記述に揃え，異形鉄筋の場合に規

格降伏点＋49N/mm2としているため，安全側の評価とな

る。ただし，3.1 節の検討の通り，実際の材料強度を用い

ると No.1A においては，現行の診断基準 7)およびせん断

耐力低減率のそのままの準用が危険側の評価につながる

可能性があるため，注意を要する。 

No.2A については，2 つの開口を包絡開口として評価

することで，せん断耐力の評価は安全側となる。ただし，

3.2 節の検討の通り，単純梁式加力よりも曲げ変形の影響

が小さくなる RC 架構においては，そのせん断破壊がせ

ん断壁の F=1.0（層間変形角 1/250(0.40 % rad)相当）より 

も早期に生じる恐れがある。せん断壁として評価する場 

 

 

 

 

 

 

 

 

合は，その変形性能は極脆性部材（F=0.8 で層間変形角

1/500(0.20 % rad）相当）とした方が安全側の評価となる。 

 

4. 結 

本論では，小開口を有する方立壁を模擬した縮小試験

体の静的載荷実験を行い，診断基準等を用いてそのせん

断耐力を検討し，以下の知見を得た。 

(1) 診断基準の 1 次診断を用いた評価において，l0/lt が

0.10 以下となる小開口については，開口部の水平投

影面積の低減を行うことで診断基準が定めるτW3 の低

減までは要さず，せん断耐力を安全側に評価できる。 

(2) 診断基準の 1 次診断を用いた評価において，複数の

小開口を有する方立壁で，小開口間の壁に圧縮場が

形成されない場合は，その断面を無効として評価す

ることで，診断基準が定めるτW3の低減までは要さ

ず，せん断耐力を安全側に評価できる。 

(3) 診断基準の 2 次診断を用いた評価において，複数の

小開口を有する方立壁で，小開口間の壁に圧縮場が

形成されない場合には，それらの開口を包絡開口と

してせん断耐力の低減率を算定することで，実験時

のせん断耐力を安全側に評価できる。 

 

なお，本論では 2 章で詳述したように，診断基準を準

用してその終局強度や変形性能を検討する方針とし，変

動軸力の影響が小さいと考えられる低層 RC 造建築物の

方立壁(柱なし壁)を想定して実験を計画している。中高

層の RC 造建築物や低層でも水平力が大きく，その変動

軸力の影響が小さくないと考えられるものには，本論の

評価がそのまま適用できない可能性があるため，注意が

必要である。 
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